
平成29年度 公共事業 事後評価 対象事業一覧表 資料４

（経済産業部所管事業）

事業期間 全体事業費 費用対効果

上段：当初 上段：当初 上段：当初

下段：実績 下段：実績 下段：実績

H4～H23 1,512 1.54

H4～H23 1,506 1.26

（交通基盤部所管事業）

事業期間 全体事業費 費用対効果

上段：当初 上段：当初 上段：当初

下段：実績 下段：実績 下段：実績

S39～H24 3,060 2.21

S39～H24 3,062 2.08

H13～H23 2,569 5.94

H13～H24 2,431 5.18

・地域住民、事業者等と協
力しながら、地域に応じた
水環境の改善に取り組む本
手法を意見交換し、流域一
体となった取り組みを推進
することが必要である。
・流域から生活排水による
汚濁負荷の流入が大きい水
域での水質改善には、下水
道事業等との連携も不可欠
である。

事業完了後
５年以内

・現在の行動計画「佐鳴湖
水環境向上行動計画」の目
標値であるCOD年平均値
8mg/l を継続して維持して
いくことを目的とする。
・目標の実現のため、流域
一体となり、市民や事業
者、行政が互いに協力しな
がら、佐鳴湖の水環境の向
上を目指していく。

・事業完了後、整備目標としてい
る昭和49年7月洪水と同規模の
洪水は発生していないが、近年、
大規模な浸水被害を生じた平成
19年9月洪水（時間最大雨量36.5
㎜、24時間雨量310.5㎜）と同規
模の洪水が平成26年10月に発生
した。（時間最大雨量39㎜、24時
間雨量278㎜）平成26年10月洪
水では浸水被害は発生しておら
ず、治水効果が発揮されている。2 静岡県 広域河川改修事業 一級河川　御殿川 三島市

三島市鶴喰地区
他を氾濫、浸水
被害から守る。

・整備目標と同規模の洪水
に対する効果については引
き続き検証していく。
・改修規模を上回る洪水に
対しても、地域住民の生命
を守るため、ハザードマッ
プの利活用、防災情報の提
供といったソフト対策を市
の関係機関や地域住民とも
連携して推進する必要があ
る。
・河川パトロール等や河川
管理施設の適切な維持管理
に努めるとともに、地域住
民との協働による河川管理
（リバーフレンドシップ制
度等）を強化していく。

・事業完了後、整備目標と
していた昭和49年7月洪水
と同規模の洪水は発生して
いないが、近年、大規模な
浸水被害が発生した平成19
年9月洪水と同規模の洪水
が平成26年10月に発生した
が、この洪水による浸水被
害は発生していないため、
治水効果は発揮されてい
る。

浜松市

新川（佐鳴湖）の
水質を浄化する
ことで、佐鳴湖内
の環境改善を図
る。

下流河川の浚渫・
覆砂
（V=97,950m3）
ヨシの植生
（A=12,300m2）
浄化施設の建設
（植生水路
900m2、せせらぎ
水路、接触酸化施
設）

・事業の実施とともに、市
民、事業者、行政等が連携
し、流域の水質浄化の取り組
みが推進された。
なかでも下水道事業に関して
は、浜松市も大幅に普及し、
県市が連携した環境対策と
なっている。
その結果、流域から排出され
る流域から排出される生活系
排出負荷量（COD）は平成13年
度から1/3程度低下した。

事業効果
は発現し
ており、
改善措置
の必要は
ない。

・近年、流域内の人口・資産
は増加傾向にある。
・水田の減少と宅地化の進行
による流域からの流出量の増
大など、洪水による被害リス
クは高まっているが、河川改
修が進んだことにより、御殿
川の治水安全度は向上してお
り、地域経済を支える基盤整
備としてストック効果が発現
している。

事業実施による環境の変化事業の効果等

改修延長　1,740m
（引堤、河床掘
削、護岸工）

道路橋梁工5橋

事業完了後
５年以内

3 静岡県
統合河川環境
整備事業

二級河川　新川
（佐鳴湖）

事業内容

箇所名
関　係
市　町

受益区域の森林
資源の活用と森
林整備の効率化
を図ることを目的
に、基幹的な林
道の開設を実施

林道開設
幅員　4.0ｍ
延長　8,983ｍ

担当課

対応方針
（案）

理　　由 今後の課題・対応 同種事業への反映等

単位（事業費）：百万円

事業を巡る社会経済情勢等
の変化

・林道沿線における森林経
営計画の策定や森林認証の
取得は、持続的な森林整備
や安定的な木材生産に寄与
することから、このような
取組を他の地域にも反映し
ていく。

事業の効果等 事業実施による環境の変化

対応方針（案）と理由、今後の課題等

・事業着手から平成28年度まで
の森林整備実績は386.9haと、事
業採択要件である受益区域の
10％を超える43％において林道
を活用した適切な森林整備や木
材生産が実施されている。

・受益区域内の366haで森林経営
計画が策定され、計画的な森林
整備が進んでいる。

・掘削や盛土により人工的に
つくられた法面については、
早期に植生工による法面保護
工を施工したことにより、自
然植生が回復しつつある。

・路面を流下する雨水が谷部
や沢に集中しないよう、横断
排水溝を設置し分散排水した
ことから、周辺森林の荒廃は
発生していない。

森林整備課

・「ふじのくに森林・林業再
生プロジェクト」に取り組
み、県内に50万ｍ3の原木の受
け入れ態勢が構築され、木材
の安定供給に向けた低コスト
木材生産が一層重要となって
いる。
・東京オリンピック・パラリ
ンピック関連施設での木材利
用を契機に、森林認証材の需
要拡大が見込まれ、販路開拓
のツールとして森林認証の活
用が期待されている。
　本路線の受益区域内におい
ても、211haにおいて森林管理
を対象としたFM認証を取得し
ている。
・静岡市では、認証制度によ
る環境付加価値の付与や関係
業界と連携した供給体制の整
備による、市産材（オクシズ
材）の利用拡大を目指してい
る。
　平成27年度市内製材業者15
社により「オクシズネット」
が発足し、流通加工を対象と
したCoC認証を取得し供給体制
が整備され、受益区域の認証
森林から木材供給が計画され
ている。

事業効果
は十分に
発現して
おり、改
善措置の
必要はな
い。

・本路線を開設したことに
より、受益区域の森林整備
や木材生産が実施されてお
り事業効果は発現してい
る。

・充実した資源の活用が期
待されており、計画的な木
材生産のために森林経営計
画の策定及び森林作業道の
整備をより一層支援してい
く必要がある。

事業完了後
５年経過

事業を巡る社会経済情勢等
の変化

事業効果
は発現し
ており、
改善措置
の必要は
ない。

単位（事業費）：百万円

事後
評価
理由

番
号

事業主体 事業名 箇所名
関　係
市　町

番
号

事業主体 事業名

1 静岡県 林道事業 竹ノ沢線 静岡市

事業内容

事　　業　　概　　要

事後
評価
理由

事　　業　　概　　要

※計画変更又は再評価をしている場合は「当初」を「前回」に読替える

事業目的

担当課

河川海岸
整備課

・治水対策に加え、環境や
河川利用等に配慮した川づ
くりを推進するとともに適
正な維持管理を図ってい
く。

河川海岸
整備課

・堤防法面の植生復元を図る
とともに、動植物が生息でき
る環境を形成するため植生ブ
ロックと魚巣ブロックを用い
た。
・水際には魚類の生息場及び
洪水時避難場所となるように
自然石を用いて小さな窪地等
を創出した。
・水際部の湿地や砂州を復元
するよう整備した結果、砂州
が形成されており、水際から
陸域への植生の遷移帯が形成
されている。

事業目的

対応方針（案）と理由、今後の課題等

対応方針
（案）

理　　由 今後の課題・対応 同種事業への反映等

※計画変更又は再評価をしている場合は「当初」を「前回」に読替える

事業により、CODの年平均
値は低下傾向を示し、近年
では8mg/l程度まで低下
し、水質目標値を達成して
いる。

佐鳴湖水環境向上行動計画の水
質改善目標（COD：8.0mg/l未満）
を達成した。

・事業実施に伴い、住民主体
の取組も実施されるように
なった。
・佐鳴湖をフィールドとした
ヨシ刈り、清掃活動、水質調
査、野鳥観察、ポスターコン
クール等が実施され、地域住
民の環境意識も向上されてい
る。
・佐鳴湖周辺には公園も整備
されており、ランニングや
ウォーキング、釣りやボート
などで利用されており、花火
大会や国際駅伝大会が催され
るなど、市民の憩いの場とし
て利活用されている。



事業期間 全体事業費 費用対効果

上段：当初 上段：当初 上段：当初

下段：実績 下段：実績 下段：実績

事業実施による環境の変化事業の効果等
事業を巡る社会経済情勢等

の変化
番
号

事業主体 事業名 箇所名
関　係
市　町

事業内容

事　　業　　概　　要

事後
評価
理由

担当課

事業目的

対応方針（案）と理由、今後の課題等

対応方針
（案）

理　　由 今後の課題・対応 同種事業への反映等

※計画変更又は再評価をしている場合は「当初」を「前回」に読替える

H19～H24 2,386 -

H19～H24 3,012 9.89

H17～H21 422 3.00

H17～H24 576 3.43

H17～H24 1,041 1.63

H17～H24 1,041 1.36

H14～H22 2,563 1.12

H14～H23 2,176 1.06

H6～H23 2,486 3.76

H6～H23 2,449 3.85

・利用者に対して駐車場や
トイレの指定等、利用上の
ルールの周知徹底に努め
る。
・新たな不法係留船の発生
を防ぐため、海上保安署、
警察などの関係機関の協力
を得て、パトロールを実施
していく。
・係留施設の空きスペース
への新規艇受入を実施し、
不法係留艇の発生を未然に
防ぐ。

　計画当初から地域住民に
説明会を開催するなどし
て、事業に対する理解を得
ながら進めたことにより、
用地買収、工事施工とも円
滑に行うことができた。今
後の同種事業についても同
様に、住民の意見や要望を
共有しながら、効率的な事
業執行に努めることが必要
である。

漁港整備課

津波対策施設の未整備箇所
において、本地区事例を活
かし、地域の意見・特色を
踏まえつつ、効率的な整備
を推進していく。

漁港整備課

浸水想定区域109haが解消
され、浸水被害の軽減効果
が発現されている。

静岡県第4次地震被害想定
により新たに想定された地
震・津波に対する整備と、
必要な照査、改良を検討し
ていく。

整備によって作業の効率化
が図られている。

8 静岡県
海岸保全施設整備事
業

焼津漁港海岸

7 静岡県
広域水産物供給
基盤整備事業

漁港施設の整備
によって、漁業活
動の効率化・省
力化を図る。

網代漁港 熱海市

事業効果
は十分に
発現して
おり、改
善措置の
必要はな
い。

・当該地区の人口、事業所
数、農業家数、漁業家数は減
少傾向にある。
・焼津漁港津波対策検討委員
会を設置し、平成27年2月に基
本方針をとりまとめ、新たな
津波対策の整備を進めてい
る。事業完了後

５年経過

○周辺環境への調和
　堰堤は土地の改変規模が小
さく、地域の自然環境に与え
る影響はわずかである。時間
の経過とともに周辺環境への
調和が図られてきている。

○民生の安定化
　施設整備により地域の土砂
災害に対する安全度が向上し
た。また、生活道路である町
道の保全により、避難地への
アクセスに対する安全度が高
まった。

○緊急輸送路の安全度の向上
　第1次緊急輸送路である国道
136号の保全により、有事の際
における重要な拠点へのアク
セスに対する安全度が高まっ
た。

平成25年7月に発生した土
石流を止めている事例があ
ることから、事業効果が発
揮されている。

・不法係留船対策は、河川
管理者と共通の課題である
ことから、これら関係者と
連携を図り、また、浜名湖
水域利用推進調整会議等に
より民間マリーナ、地元住
民等との関係者の合意や協
力を得ながら事業を進める
ことにより円滑に行うこと
ができた。
・今後の同種事業について
も、関係機関や事業者等と
連携を図り事業執行に努め
る。

・津波及び波浪等による被害
に対して背後地の安全度が向
上した。
・陸閘遠隔操作化により、発
災時の施設機能及び操作人員
の安全性が確保された。
・養浜により、安定した海浜
の維持が可能となり、安全な
海水浴場としての利用が見込
まれている。

防波堤工
延長95m

岸壁・物揚場工
延長120m

漁港道路工
延長440m

津波・高潮による
浸水被害の防止
を目的に、海岸
保全施設の整備
や改良を行う。

焼津市

離岸堤嵩上
延長500m

養浜工
体積45,000ｍ3

階段式護岸
延長679ｍ

陸閘遠隔化
7基

陸閘電動化
1基

想定される高潮及び津波の浸水
面積109haを解消した。

河川海岸
整備課

事業効果
は発現し
ており、
改善措置
の必要は
ない。

・事業実施により、底質に
ついてはダイオキシン類の
環境基準を達成した。
・水質については、環境基
準を達成していないもの
の、本事業で封じ込めの対
象とした焼却灰由来のダイ
オキシン類は大幅に減少し
たことから、事業の目的は
達成しており、改善措置の
必要はない。

・水質における基準超過原
因と今後すべく対策を検討
するため、平成27年度より
「巴川遊水地浄化対策フォ
ローアップ委員会」を設
置。
・環境基準の超過原因は、
封じ込め工事において池底
を被覆した環境覆土に含ま
れていた農薬不純物由来の
ダイオキシン類が土粒子と
ともに風波等により捲き上
がり、これが計測されるこ
とを確認した。
・今後は、水質・底質のモ
ニタリングを継続するとと
もに、以下の対策工法を実
施し、その効果を検証しな
がら、更なる水質改善を目
指していく。

港湾整備課

砂防課

計画的な点検・維持管理に
よって施設の長寿命化を図
る必要がある。

漁業従事者の減少に対し、
作業の効率化・省力化の視
点が重要となる。

事業完了後
５年経過

漁業活動が効率化し、水産物の
安定供給が図られた。

事業効果
は十分に
発現して
おり、改
善措置の
必要はな
い。

整備した漁港道路は、漁業集
落の生活道路としても機能し
ている。

地区の人口は減少しているも
のの、依然1/3以上を漁協組合
員が占め、漁港は地域の産業
基盤としての役割を担ってい
る。

・係留施設を整備したこと
により、不法係留船や放置
艇が無くなり、問題視され
ていた航行障害、沈廃船の
発生、ゴミの放置等が解消
された。

事業完了後
５年以内

保全人家戸数　27戸

事業効果
は十分に
発現して
おり、改
善措置の
必要はな
い。

　ハード対策とあわせ、西
伊豆町が実施する警戒避難
体制の整備、土砂災害に対
する防災訓練や地域住民の
防災意識を啓発する講習会
等のソフト対策により、総
合的に土石流による災害を
防止していく。
　定期的なパトロールを実
施し、異常な土砂流出が
あった場合には、土砂の撤
去により堰堤の土石流捕捉
機能の回復を図るなど、必
要に応じて維持管理に努め
ていく。
　法面保護の機能回復は、
他の現場での試験施工の結
果を参考に効果のある工法
を実施し、植生の早期回復
を図る。

6 静岡県 港整備交付金事業 浜名港
事業完了後
５年以内

放置艇を恒久施設へ係留し、周
辺環境対策が図られた。

・係留施設の整備に伴い、不
法係留船が無くなったことに
より、従前からの問題が解消
され、浜名港における公共水
面の有効活用、周辺の環境汚
染の改善が図られた。

・不法係留されているプレ
ジャーボートの係留適正化を
推進するため「静岡県プレ
ジャーボートの係留保管の適
正化等に関する条例」が平成
12年に施工された。
・本事業により係留施設を整
備した結果、不法係留船が無
くなり、効果を発揮した。
・平成27年度から指定管理者
として「公益財団法人浜名湖
総合環境財団」に指定し、適
切な管理運営が図られてい
る。

事業効果
は十分に
発現して
おり、改
善措置の
必要はな
い。

浜松市

公共水域に約
6,500隻が不法係
留された状態に
あり、港内の航行
障害、沈廃船の
発生、ゴミの放置
等の問題を一掃
し、秩序ある水面
利用を確保する。

舞阪PBS係留施
設
延長1,267ｍ
収容隻数384隻

5 静岡県 通常砂防j事業 安良里坂本川 砂防堰堤工　１基

4 静岡県
統合河川環境整備事
業

西伊豆町
土石流による土
砂災害から人家
等を保全する。

二級河川　巴川（麻
機遊水地）

静岡市

巴川遊水地にお
いて浄化対策に
より、遊水地内の
環境改善を図る。

セメント固化処理
Ａ＝100,000m2
環境覆土
V＝50,000ｍ3

現在、麻機遊水地第２工区
の整備において、買収した
水田等の掘削を進めてい
る。今後、自然再生や環境
整備において在来の土を使
用する場合は、土粒子の捲
き上がりが水質に与える影
響等を考慮し、入念な検討
を行う。

・封じ込め工法を実施した結
果、ダイオキシン類の値が、
底質は環境基準を達成し、汚
染土の封じ込め効果は十分に
発現しており、環境は大きく
改善された。
・水質については、環境基準
値の達成には至っていない
が、対策前と比べ大きく低下
したとともに、分析の結果か
ら焼却灰由来のダイオキシン
類が大幅に減少していること
が確認された。

・平成16年に「巴川流域麻機
遊水地自然再生協議会」を設
立
・平成20年に「自然再生事業
実施計画」を策定
・平成27年に静岡市における
地域活性化計画として、「麻
機遊水地地区グランドデザイ
ン」を策定
・平成28年7月に「麻機遊水地
保全活用推進協議会」へ改組

事業完了後
５年以内

事業完了後のダイオキシン類の
値について、底質は、環境基準
値内に改善し、事業目的である
汚染土封じ込めは達成した。
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